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Ⅰ はじめに 人的資本投資における男女

差

男女間の賃金格差は広範囲で観察される労働経

済学における重要な論点の一つである｡ このよう

な賃金格差が生じる背景には様々な要因が介在し

ていると考えられるが, その中でも重要な役割を

担うのが人的資本への投資に関する男女間での傾

向的な相違である｡ 端的に言うと, 男性は労働市

場でのリターンが高い知識や技能 (以下ではこれ

らを総称して ｢技能｣ とよぶ) により ｢多く｣ の投

資をする傾向があるのである｡ 歴史的には, 男女

間の投資行動の相違は大学進学率などに代表され

る投資の量的な側面に顕著に表れており, こうし

た投資量の格差は明らかに見た目上の賃金の格差

を生み出す要因となっていた1)｡ 現在では, 多く

の先進諸国において男女の大学進学率の差は縮小

の傾向にあるが2), それでもどのタイプの技能に

投資をするのかという水平的な質の問題に目を向

けると, そこには依然として男女の傾向的相違を

見て取ることができる｡

投資の質の違いは大学での学部 (専攻) 選択に

おいて特に明確に観察される｡ ここでは説明の都

合上, 大学で修得できる技能を, 労働市場でのリ

ターンの大小に応じて市場型技能と非市場型技能

の二種類に分類する｡ 前者は主に修得される技能

から生じる便益の多くが本人に直接帰属するタイ

プの技能, 後者は日常生活を通じてその便益が幅

広く社会に共有されるタイプの技能である｡ 社会

科学系や工学系の学部は市場型技能の典型である

のに対して, いわゆる人文系の学部は非市場型に

分類されると考えられる3)｡ こうした技能の性質

の違いによって, 大学での学部選択は将来得られ

る賃金の水準にも少なからず影響を与えるが, こ

の学部選択に関して男女間で明らかな非対称性が

存在するのである｡ この影響に関して Brown

and Corcoran (1997) や Altonji and Blank
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(1999) などは, 男女間の賃金格差は大学での学

部の選択によってかなりの部分を説明できるとし

ている｡ また, これら一連の研究はアメリカのデー

タを用いたものであるが, 人文系に女性が集中し,

社会科学系や工学系に男性が集中するのは日本で

も同様に観察される傾向である｡

しかし, 男性が市場型技能により多くの投資を

するので賃金が高いというだけでは説明としては

不十分である｡ 人的資本投資は個人の選択の結果

なので, なぜ男女間で賃金格差が生じるのかを論

じるためには, なぜ女性は男性と異なる投資の仕

方を選択するのかという点まで明らかにしなけれ

ば, この問題に関する真の理解を得たとは言えな

いからである｡ 当然ながら, 教育投資を行う理由

は賃金を上げることだけではなく, また, 学部の

選択は本人の適性や関心にも大きく影響を受ける

ので, 労働市場へのリターンが相対的に低い技能

に投資をする人がいること自体は不思議なことで

はない｡ ここで問うべきは, なぜこうした投資を

行う人が女性に集中しているのかという点である｡

さらに注目すべきは, 女性の社会科学系や工学系

の学部への進学率は上昇しており, 学部選択にお

ける男女差も徐々にではあるが縮小の傾向を見せ

ているという事実である4)｡ 男女間の投資行動に

関する違いが生まれつきの選好の性差にのみ依存

しているとするならば, こうした時系列での変化

への説明は困難である｡ 近年の女性の行動パター

ンの変化は何らかの社会的な要因の影響が背後に

あることを示唆しているといえよう｡

もちろん, 人的資本投資において男女が特に量

的な面で異なる選択をすることは古くから知られ

た事実であり, それに対する説明も数多く存在す

る｡ 女性の大学進学率が低いことについての経済

学での最も一般的な説明は家庭内分業の側面に着

目したものである｡ 女性は結婚などを機に退職す

る可能性が高いために, 若年期に投じた投資のリ

ターンを回収する期間が男性と比較すると平均し

て短いことが予測される｡ そのために女性は, 十分

な見返りが期待できない大学進学という選択を選

ばないというものである｡ Becker (1991) などが指

摘するように, 男女の進学率の格差は, 家庭内の

効率的な分業の結果であり, 労働市場で過ごす時

間が短いと予測される女性が ｢投資をしない｣ と

いう選択をするのはむしろ自然なことといえよう｡

一方で, 女性が大学に進学するという選択をし

つつもあえて労働市場でのリターンの低い技能に

投資をしているとするならば, そうした行動はど

のように解釈すればよいのであろうか｡ 大学進学

の最大のコストは, 他のあらゆる経済活動と同様

に, そのために消費しなければならない時間であ

る｡ その意味で, 大学に進学するという選択をし

た以上, そこで負担しなければいけないコストは

学部の選択とはあまり関係ないと考えられる｡ 女

性が人的資本投資のコストを男性と同程度に負担

しながらも, あえて労働市場でのリターンの低い

技能に投資しているとすれば, 投資をするかしな

いかという単純な量的な問題とは多少問題の性質

が異なる可能性はなかろうか｡

私が関西大学の野坂博南氏と共同で行った研究

(Ishida and Nosaka 2007) では, こうした人的資

本投資 特に大学における学部選択に関する男

女間の質的な相違に着目して, その背後にある構

造について理論分析を行った｡ 我々の分析の特徴

は, 伝統的な効率的分業という枠組みとは一線を

画し, こうした投資行動の違いは女性が直面する

インセンティブの歪みに起因するという立場を一

貫してとっている点である5)｡ この分析では特に

教育投資が結婚市場へ与える影響に焦点をあてる｡

教育投資に関する選択がおよぼす影響は労働市場

への影響だけにとどまらず, 結婚市場へも何らか

の影響を与えると考えられるが, この両市場にお

いて投資の効果が常に同じ方向を向いているとは

限らない｡ 投資の効果がそれぞれの市場で逆に作

用するときに, 投資選択は深刻なトレードオフに

直面しインセンティブの歪みを生み出す｡ 以下で

は Ishida and Nosaka (2007) での議論を中心に,

どのような条件の下でこうした歪みが生じるのか

を明らかにし, そうした歪みを是正するための政

策に関する議論を行う｡

Ⅱ 結婚市場と教育投資のインセンティ
ブ

男女間の格差問題は, 時として同列に扱われる
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ことの多い他の格差問題とは一つの点で大きく異

なる｡ それは, 男女間での余剰の最終的な配分は,

結婚という制度を通じた家庭内での再配分によっ

て決定されるという点である｡ 例えば異なる人種

間にこうした自然な再配分機能はなく, この構造

の違いは, なぜ格差が起こるのかというメカニズ

ムにも, そしてその結果どのような政策が望まれ

るのかという点においても大きな影響を与える｡

人種間の格差問題で得られた知見を男女間の格差

問題に直接援用することができない所以である｡

ここでは, 結婚市場の存在が教育投資のインセ

ンティブにどのような影響を与えるかを見るため

に, その機能を簡単に概観する｡ ここでいう結婚

市場とは, 男性と女性がマッチし家庭を形成し,

生産活動を行い, その結果生じた余剰を分割する

場を指す｡ 結婚市場というとやや大仰な印象を受

けるかもしれないが, そこで行われることは, 労

働者と企業がマッチし, 生産活動を行い, そして

その結果生じた余剰を分割する場である労働市場

と本質的には同じである｡ いずれの市場も, マッ

チング問題 (誰と誰がマッチして生産を行うのか)

と交渉問題 (その結果生産された余剰をどのように

分割するのか) の二つの異なる問題を内包してお

り, これらを段階に分けて考察することが重要と

なる｡

1 第一段階 :マッチング問題

結婚市場の参加者が最初に直面する問題は, ど

の相手とマッチング (家庭) を形成するのかとい

うものである｡ 企業が優良な労働者を求め, 労働

者が優良な企業を求めるのと同様に, 結婚市場に

おいても, 誰しもが (その基準が何であれ) 可能

な範囲でより望ましい相手とのマッチングを望ん

でいる｡ あらゆるマッチングに偶然の要素はつき

ものだが, 結婚は全くランダムに起こるわけでは

なく結婚市場も競争の圧力と無縁ではない｡

ここで議論を簡単にするために, 各個人の結婚

相手としての望ましさ (経済力・社会的地位・人柄・

容姿など) が単一の指標によって表されるとし,

個人はこの指標によって結婚市場で ｢序列化｣ さ

れるとする｡ 労働市場において企業と求職者がお

互いを序列化することと状況的には同じだと思っ

ていただきたい｡ 結婚市場での序列化というと表

現に抵抗のある方もいるかもしれないが, これは

結婚というある特定の取引における, ある特定の

立場 (ここでは異性) から見た取引相手としての

望ましさや都合のよさを表しているだけであり,

その個人の人としての価値とは全く無関係である｡

｢結婚市場での序列が上がる｣ という表現を便宜

上用いるが, そこに良い含みも悪い含みもないこ

とを最初にお断りしておく｡

こうした環境下で, 結婚市場でのマッチングが

参加者の自由意思によって形成されるならば, 実

現されるマッチングはどのようになると予測でき

るであろうか｡ ここでは, 実現されるマッチング

が満たすべき性質として安定性に着目する｡ ある

マッチングにおいて, (1)どの個人も現在の組み

合わせを解消して独身になるインセンティブがな

く, (2)双方が現在の状況を改善できるような

(現在のパートナーとは別の) 新たな組み合わせが

存在しない, という二つの条件が満たされるとき

にマッチングが安定的であるという｡ 結婚市場に

おける摩擦 (相手を見つけるためのコスト) が十分

に小さいならば, 安定でないマッチングが均衡と

して成立することはできないので, この安定性の

条件はマッチングの性質を描写するうえでは自然

な制約である｡ 一般的な選好順序の下では安定的

なマッチングは多数存在する可能性があるが, こ

こで考察する様に, 各個人の選好順序が単一の指

標によって表せる状況では, 指標の最も大きい者

同士, その次に指標の大きい者同士, というよう

な序列化されたマッチング (assortative match-

ing) のみが安定的となることがわかる｡ 現実に

は, 個人の選好には異質性があるために, このよ

うな一元的な指標での序列化はできないが, この

こと自体は問題を複雑にするとしてもその本質を

変えるようなものではない｡ 異性にとって総じて

望ましい特性を持つ者同士が組み合わされる

assortative matching は普遍的に観察される結婚

市場の最も象徴的な性質である｡

結婚市場が assortative matching によって特

徴づけられるとするならば, 結婚市場で得られる

利益の大きさは結婚市場での序列によって決定さ

れるため, 結婚市場での序列がいかに決定される
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のかが極めて重要となる｡ ここでの目的は, 結婚

市場と教育投資の関連についてなので, 教育投資

が結婚市場での序列に与える影響にのみ着目す

る6)｡ もちろん, 結婚市場において重要となる要

因はこの他にも多種多様であるが, これらの要因

は分析の本質に影響を与えないものとして捨象す

る｡ 以下の議論はこうした ｢他の要因｣ を一定と

した場合の議論と解釈していただきたい｡

教育投資によって得られる労働市場でのリター

ンを ｢経済力｣ とよぶ｡ ここでいう経済力とはフ

ルタイムで働けば得られたであろう潜在的な所得

を表す指標である｡ もしも経済力を増大させるこ

とで結婚市場での序列が上昇するのであれば, 労

働市場と結婚市場のインセンティブの方向は同じ

であり, このときにインセンティブの歪みは生じ

ない｡ 結婚市場の存在は, 所得を増大させるよう

な人的資本への投資を行う追加的なインセンティ

ブを生むために, さらに投資を増大させる効果を

持つであろう｡ 一方で, もしも経済力の増大が結

婚市場での序列の低下を招くようなことがあれば

どうであろうか｡ この場合, 経済力を増大させる

投資は労働市場でのリターンを増大させる一方で,

結婚市場でのリターンを減少させるというトレー

ドオフを生み出すこととなる｡ 結婚市場でのリター

ンを確保するために, あえて労働市場でのリター

ンを犠牲にするような投資パターンが観察される

かもしれない｡ 我々の理論仮説は, ある条件の下

では, 男性はより経済力の低い配偶者を望むイン

センティブが発生するために, 女性はこのような

深刻なトレードオフに直面する可能性があるとい

うものである｡

実際に, 女性側に関して言うならば, より高い

経済力を配偶者に望むという選好は現実的なよう

に思われる｡ 男性にとって結婚の確率を上げるお

そらく最善の方法は所得を増大させることなので

ある｡ 人柄や容姿などのその他の要因を一定に保っ

たときに, より所得の高い相手を配偶者として望

むのは極めて自然なことであり, こうした傾向が

観察されること自体に特に不思議な点はない｡ む

しろ説明されるべきは, 男性が経済力のより低い

女性を配偶者としてより好む傾向があるとするな

らば, なぜ男性がそのようなインセンティブを持

つのかということである｡ このことを見るために

は, 家庭内で生じた余剰がどのようにして分配さ

れるのかという次の段階を考察しなければならな

い｡

2 第二段階 :交渉問題

次に特定の配偶者を見つけた後の家庭内での余

剰分配問題を考えたい｡ 家庭内での余剰の生産と

分配は, 主に消費を通じた便益の分配とそれを生

み出すために必要な費用の分配によって行われる｡

前者は, 誰が何をどの程度消費するのかという問

題である｡ 異なる個人は当然異なる選好を持つた

め, 夫が嗜好するものばかり消費すれば妻の効用

は減少するし, 逆もまた然りである｡ 家庭内での

限られた予算のなかで, どのように消費をするの

かについて, 双方はなんらかの形で合意する必要

がある｡ 一方で後者は, 誰が就業し所得を稼ぎ,

そして炊事や洗濯などの家事を誰がどのくらいの

比率で負担するのかといった問題に相当する｡

このように実際に家庭内で決めないといけない

ことは現実には雑多だが, その本質は, ある一定

の大きさのパイを夫婦間でどのように分割するか

という交渉問題 (bargaining problem) として定

式化することができる｡ 交渉問題は, 例えば, 経

営者と労働者での利益の分配や, 取引相手間での

利益の分配など実に広範にみられるため, 古くか

ら経済学者の関心をひきつけてきた日常的な問題

である｡ 家庭内における交渉問題についてより具

体的なイメージを持つために一組の夫婦のケース

を考えてみたい｡ 両者が結婚をする (もしくは結

婚を継続する) と選択した場合の余剰の総和を �

とする｡ 一方で, 余剰の分配に関して合意が成立

せずに, 結婚をしない (もしくは結婚を継続しない)

と選択とした場合に妻が得られる余剰を ��, 夫

の余剰を ��とする｡ この状況において, 結婚生

活における妻の取り分を ��, 夫の取り分を ��

とし, ����＋��を満たす配分 (��, ��) をこ

の交渉問題の解とよぶ｡ いかに �を分割するこ

とが合理的な結果といえるであろうか｡

このような状況において, 余剰がどのように分

割されるかについて正確な予測を与えることは実

は容易ではないが, それでもいかなる合理的な解
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も有していなければならないと考えられる性質を

あげることは可能である｡ そのうちの一つが個人

合理性ともよばれるいわゆる参加条件である｡ こ

こでは, この条件が交渉問題の解にどのような影

響を与えるのかについて簡単に述べたい｡ 個人合

理性が意味するのは次のようなものである｡ いか

なる取引であれ, それに参加することを選択する

ならばそれなりの理由が存在するはずである｡ こ

こでの選択は, 目の前の相手と結婚するのかどう

かである｡ 婚姻の成立には双方の合意が必要であ

るため, どちらか一方が, 当該の相手との結婚よ

りも他の選択肢を選ぶならば婚姻は成立しない｡

つまり, ����� かつ �����が婚姻成立のた

めの必要条件となる｡ 要するに, 双方が結婚する

ことに合意している以上, それぞれが結婚しない

よりしたほうがよいと考えている必要があるとい

うことである｡

この個人合理性の要請は, 自由意思に基づいて

行われる取引すべてに共通する一つの重要な原則

を示している｡ ある取引におけるあなたの取り分

は, あなたが現在取引しようとしている相手とど

れだけの余剰を生み出しているのかという点だけ

でなく, あなたにとって二番目に望ましい選択肢

でどれだけの余剰を生み出せるかという点にも依

存しているのである｡ この原則の源泉にあるのが

経済学でいうところの機会費用の概念である｡ あ

なたが, �と �という二つの選択肢からの選択

を迫られた時に, �を選ぶことのコストは, �

ができなくなるということである｡ そのため, も

し �を選択するならば, あなたは少なくとも �

を選択した場合に得られたであろう利得を確保す

る必要がある｡ 逆にいうならば, もしこれが確保

できないのであれば, �を選択することが合理的

であり, �を選択する理由はない｡ �を選択し

たという事実は, その選択により, �で得られた

以上の利益を得られるということを暗示している

のである｡ �を結婚する, �を結婚しないとす

れば, 結婚したという事実は, 結婚しないという

選択肢で得られる以上の利得を得られるという個

人の判断を反映していると考えられるのである｡

結婚生活における余剰の取り分が, 結婚しなかっ

た場合に得られる余剰に大きく依存するという認

識は極めて重要である｡ 交渉問題では, こうした

次善の選択肢 (ここでは ｢結婚しない｣) から得

られる余剰を威嚇点 (threat point) とよぶ｡ ｢こ

れ以下の条件では取引しませんよ｣ という一種の

基準点である｡ 女性が自立して生きていける社会

環境が整い, 社会進出が進むならば, 女性の威嚇

点は上昇しそしてそれは家庭内での資源配分に影

響を与える｡ 一昔前であれば, 夫が家事全般をす

べて妻に押し付けるという家庭は比較的一般的で

あったかもしれない｡ 当時は, 女性が自立して生

きていくための社会環境が十分に整っていなかっ

たために, 結婚生活における威嚇点が極めて低く,

家庭内において男性は強い交渉力を持っていたの

である｡ しかし, 現在では, 社会環境は変化し,

女性が自立して生きていくことも十分可能であ

る｡ 家事をすべて押し付けて何もしない昔ながら

の亭主関白な男性と結婚するくらいなら, 結婚な

どしないほうがましだと考える人がいても不思議

ではない｡ こうした威嚇点の変化は家庭内でのパ

ワーバランスを動かす｡ 男性も, 結婚するために

は, 家事負担などについてある程度の譲歩をしな

ければならないのである｡ 女性が突如強くなった

わけでも, 男性が突如弱くなったわけでもない｡

女性が社会で活躍できる場が広がり, より多くの

選択肢が与えられたことで交渉力を持ったのであ

る｡

しかし, このことは同時に女性にとって頭の痛

い問題の種となる要素を含んでいるともいえる｡

取引相手を固定したうえで威嚇点を上昇させれば

取り分は増大するが, 教育投資に関する選択を行

うときには, 取引 (結婚) 相手が確定していない

のが通常である｡ 男性の立場から見て, 結婚をそ

れほど必要としない自立した女性と結婚するには,

家事負担などで一定の譲歩をしなければならない｡

そうであれば, 経済力が低く威嚇点の低い女性と

結婚して, 家事負担を一手に担ってもらったほう

がよいということにはならないであろうか｡ こう

した状況こそが結婚市場と労働市場のトレードオ

フが発生する状況なのである｡ もしも経済力の上

昇が結婚市場での序列の低下をもたらすならば,

それは女性の投資インセンティブを著しく歪める

であろう｡ つまり, いくつかの技術的な条件を除
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けば, 女性の教育投資のパターンを紐解く鍵は,

どのような状況においてこのトレードオフが発生

するのかという点に集約することができるのであ

る｡

Ⅲ 結婚市場と労働市場のトレードオフ

前節で見たように, 女性の経済力の上昇が, そ

の後の家庭内交渉における立場を過剰に強めるよ

うなことがあれば, 女性にとって経済力の上昇は

結婚市場での序列の低下を意味することとなる｡

この過剰な交渉力がどのような状況で生じるのか

を見るために以下の簡単なモデルを考えたい｡ 最

初に, それぞれの主体は教育投資を行うかどうか,

そして行うとすれば市場型技能に投資をするか非

市場型技能に投資をするかを選択する｡ つまり,

ここでの各個人の選択肢は ｢市場型技能へ投資す

る｣ ｢非市場型技能へ投資する｣ ｢投資しない｣ の

3 通りである｡ 個人 �にとっての投資のコストは,

いずれかの技能に投資した場合に ��＞�, 投資を

しない場合はゼロとする｡ 教育投資についての選

択がなされた後で, それぞれは配偶者を選び交渉

によって余剰を分配する｡

この世界における教育投資の効果は二つである｡

一つは経済力を増大させること, もう一つは労働

市場での売買には適さないが日常生活において有

用な知識 (以下ではこれを単純に ｢知識｣ とよぶ)

を身につけることである｡ 個人 �がフルタイムで

働いた場合の所得を ��とした場合に, 市場型技

能へ投資した場合を ��＝�, 非市場型技能へ投資

するか一切投資を行わなかった場合を ��＝�とす

る｡ 一方で, 知識に関しては, 市場型技能か非市

場型技能のいずれかに投資をした場合は ��＝�,

しなかった場合は ��＝�である｡ ここでは結論を

より鮮明にするために, 市場型技能の相対的な価

値を意図的に大きなものとして定式化している点

に注意していただきたい｡ 投資のコストは市場型

か非市場型かに関わらず同じであるので, これだ

けをとれば男性であれ女性であれ非市場型技能へ

投資をするインセンティブはない状況を想定して

いる｡ 実際にはそれぞれの技能に投資した場合の

リターンは個人の適性に大きく依存するであろう

が, ここではこうした個人差は考慮しない｡ これ

は文字通りこうした適性の個人差があまり重要で

ない状況を想定していると解釈してもよいし, 市

場型技能に適性を持った個人のみに着目した分析

と解釈してもかまわない｡ いずれにしても重要な

のは, このように市場型技能に適性を持つ女性で

あっても, ある条件の下では非市場型技能を選択

するインセンティブが生じるという点である｡

各個人は, 投資に関する決定をしたあとで結婚

市場に入る｡ もちろん, 結婚するかしないかは個

人の自由である｡ まず, ある個人 �が独身でいた

場合は, その個人は労働市場でフルタイムで働き

経済力分の所得 ��を得るとする｡ 議論の簡単化

のため, 結婚をしなかった場合は家庭内分業の利

益はなく, 余剰の源泉は所得 ��のみであるとす

る｡

一方で, ある男性 �と女性 	が家庭を持った場

合の総余剰 (余剰の和) は

(1) 
�	＝(�＋�)(��＋(�－�)�	＋�
�	),

によって与えられるとする｡ ここでは, 結婚をし

て家庭を持った場合, 女性がある一定比率 �の

時間を家事にあてると仮定する｡ この時間配分も

本来は各家庭内での意思決定ではあるが, ここで

は分析の本質には影響しないので, この時間の配

分は外から与えられるとする7)｡ 家事労働の生産

性は知識 �	によって決定される｡ このモデルに

おける結婚の便益は分業による家庭内公共財の供

給によって生じるとして, その大きさが ���

によって表される8)｡

結婚が双方の合意によってのみ成立するとする

ならば, そのための必要十分条件は
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表 1 教育投資の効果

市場型技能へ投資 非市場型技能へ投資 投資しない

経済力 �� 1 0 0

知識 �� 1 1 0



(2) (�＋�)(��＋(�－�)��＋��	�����＋��,

となる｡ 左辺が両者が結婚した場合の総余剰, 右

辺がしなかった場合の総余剰であるが, この条件

が満たされない場合は, どのように余剰を分配し

ようとも, 双方が結婚に参加する配分が存在しな

いため結婚は成立しない｡ 一方で, この条件が満

たされるならば, 結婚により総余剰が増大してい

るので, 双方が結婚に合意できるパレート改善な

配分が必ず存在する｡ 以下では, �が十分に大きく,

この条件が成り立つ状況に分析の焦点をあてる｡

以下では, 結婚により追加的に生じた余剰を双

方が平等に分割するナッシュ交渉解によって配分

が決定されるとする｡ つまり, 男性 �と女性 �の

結婚によって追加的に得られる余剰を

(3) 
��＝(�＋�)(��＋(�－�)��＋��	�)

－(��＋��) ��,

としたときの各個人 �＝�
�の利得 ��は

(4) ��＝��＋���
��,

である｡ ここに(3)式を代入して, それぞれ男性

�と女性 �について書き直すと

(5) ��＝���((�＋�)��＋((�＋�)(�－�)－1)��

＋��	�),

(6) ��＝���(���＋((�＋�)(�－�)＋�)��

＋��	�),

を得ることができる｡ ここから ��は ��の ��は

��のそれぞれ増加関数となっていることがわか

る｡ つまり, 結婚相手を固定した場合, 経済力の

上昇は男女問わずに交渉力を強化し, 結果として

交渉における取り分を増大させるのである｡

ここまでが取引相手を固定したある特定の男女

に関する話である｡ しかし, 当然, 配偶者自体も

それぞれの個人の選択によって決定されるもので

あり, それぞれは可能な範囲で自分にとって最も

望ましい相手を見つけたいと考えている｡ この単

純化された世界における望ましさとは結婚によっ

て追加的に得られる利得 
��に他ならない｡ ここ

で仮にある男性 �が二人の女性 �と �を比較した

としよう｡ この場合, 
��＞
��であれば, この男

性 �にとっては, �よりも �の方が ｢望ましい｣

ということになる｡ 女性に関しても全く同様であ

る｡ こうして男性女性それぞれが結婚市場におい

て序列化されるわけだが, その序列化の基準は外

的環境に応じて大きく異なる｡

では, どうすればこの世界において望ましい潜

在的配偶者となることができるであろうか｡ 男性

に関していうならば答えは極めて単純である｡ (6)

式より明らかなように, 女性が結婚から得られる

利益は, いかなる状況であれ配偶者の経済力に対

して単調に増加している｡ つまり, 女性にとって

は, 男性の経済力が高ければ高いほど望ましいと

いうことになるのである｡ 男性は市場型技能へ投

資をすることで常に望ましさの指標を増大させる

ことができるのである｡

一方で, 男性側の選好について同様の結論を導

くことはできない｡ (5)式からわかるように, 女

性が経済力を上昇させた場合に望ましさの指標が

増大するための条件は,

条件 A (�＋�)(�－�)＞�

と表すことができる｡ この条件が成り立っている

範囲では, 経済力の上昇が結婚市場での序列を上

げるという意味において, 男性の問題と女性の問

題に本質的な差は生じない｡ しかし, この条件が

成り立たないのであれば, 男性側の配偶者選好の

逆転がおこり, その結果として女性は労働市場と

結婚市場とのトレードオフに面することとなる｡

これまでに見たように, 取引の相手を固定するな

らば, 威嚇点の上昇による交渉力の強化は交渉に

おける取り分を増大させるが, 取引の相手自体が

こうした交渉の結果を見越して形成されるならば,

強すぎる交渉力を有するものは取引相手として敬

遠され, 得られたであろうマッチングによる利益

を失う｡ 条件 �が成立しない場合の女性の問題

はまさにこれにあたる｡

この条件 �は女性が非市場型技能へ投資をす

るための必要条件となっている｡ 実際に女性が非

市場型技能に投資をするためには, 結婚市場での

序列の上昇による利益が, 労働市場での賃金の低

下の不利益を上回るという追加的な条件が必要と

なる9)｡ 直感的には, 男性が経済力の面で多様で
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あればあるほど結婚市場の重要性は相対的に上昇

し, インセンティブの歪みを助長するといえる｡

逆に, 当然のことながら, 男性がすべて完全に同

質であれば, 結婚市場は単なるランダムマッチン

グと同値であり投資行動には一切影響を与えない｡

しかし, こうしたマッチングに関する条件は基本

的には技術的な問題であり, このモデルの核心は

条件 �によって言い尽くされるといっても過言

ではないであろう｡

このような単純なモデルによる現実の描写の利

点は, どのような社会の力が問題の核心にあるの

かを明らかにできることである｡ 条件 �より明

らかなようにここで特に重要となるのは家事労働

の負担を表す �というパラメータである｡ この �

は子供の数や家事労働の負担の大きさ等に依存す

ると考えられるが, こうした負担の存在は既婚女

性の労働市場における生産性の実質的な低下を意

味しており, これが女性にとっての結婚によって

生じる逸失利益を表しているのである｡ 仮に, 家

事労働の負担が重く, �が 1 に近いとすれば条件

�は必然的に成り立たず, 女性の教育投資のイ

ンセンティブを著しく歪める要因となる｡ 逆に,

�が減少しゼロに十分近ければ, この条件は必ず

成立し, 教育投資パターンに関する性差は縮小の

方向へと向かうであろう｡ 傾向的には, 家庭電化

製品の普及や品質の向上, そして平均的な子供の

数の減少などにより �は以前に比べるならば格段

に減少していると言える｡ 近年, アメリカを中心

とする先進諸国での女性の教育投資パターンの変

化は, 少なくとも部分的にはこうした �の減少に

より説明可能である｡ また, このモデルでは男性

の �が常にゼロであると暗黙に想定されており,

これが女性の配偶者選好に逆転が起こらない理由

となっている｡ こうした問題の性質は, 次で議論

する政策含意についても重要な示唆を与える｡

Ⅳ 政 策 含 意

1 問題の根源 :結婚契約の不完備性

本稿でのモデルは, 女性の教育投資インセンティ

ブの歪みを明確に描くために, 意図的に市場型技

能のリターンの高い状況を想定している｡ 個人の

レベルでは, 市場型技能の投資によって得られる

余剰は常に非市場型技能を上回っている｡ これは,

教育投資がもし結婚後に起こるのであれば, 男女

問わずにすべての人が市場型技能に投資すること

を意味しているが, 実際に条件 �が成立しない

場合には, 女性はあえて自身の経済力を高めない

ために戦略的に非市場型技能を選択する可能性が

ある｡ もちろん, こうした投資パターン自体が非

効率であるかどうかは, この分析からだけでは,

それぞれの技能の (本人に帰属しない) 社会的な

価値を考慮していないので一概にはいうことはで

きない10)｡ しかし, 誰がどの技能に投資するかと

いう選択は, 性別によって半ば強要されるのでは

なく, 本人の関心や適性によってなされた方が効

率性の観点からも選択の自由の観点からも望まし

いのは事実である｡ 以下では, こうしたインセン

ティブの歪みがある種の非効率性を生んでいると

いう前提で, 性別によって技能の選択が決定され

る均衡から, 個人の適性・関心によって決定され

る均衡への誘導が可能であるのかを考えたい｡

こうした議論をするにあたって最初に理解しな

ければならないのは, なぜ, 個人レベルで疑いも

なくよい選択肢を事前の段階で女性がとることが

できないのかという点である｡ 女性は, 市場型技

能に投資することで将来形成するであろう家計の

余剰を増大させることができるのだから, うまく

配偶者とその余剰を分け合う方法さえ見つけられ

れば問題はすべて解消するはずである｡ 企業間の

取引においては, このように双方に利益をもたら

す投資機会が存在する場合は, 事前に契約を書く

ことで, それぞれの取り分を事前に確定すること

で投資を行うのが一般的である｡ 結婚も投資を伴

う取引という点では同様の性質を有しているはず

なので, 同じような契約を結ぶことでこの問題を

解決できないのであろうか｡

この問題に対する答えはおそらく否定的なもの

である｡ これは, 結婚という取引の持ついくつか

の特性に依存している｡ まず, 結婚によって生じ

る余剰は, 例えば誰がどの程度家事労働を負担し

たかなどという, 第三者が容易にうかがい知れな

い日常生活の中での行動に強く依存しているため,
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仮に契約を書いたとしてもそれを意味のある形で

実行することができないことが予測される｡ こう

した問題は, 契約理論では ｢立証可能性｣ とよば

れるが, 立証可能でない事象に依拠した契約は,

仮に契約違反があったとしても, それを裁判所な

どの第三者が立証できないために, 契約の履行が

困難となり, 契約自体があまり意味を持たなくなっ

てしまう｡ 結婚生活においてお互いが果たすべき

義務や権利の配分について細かい契約を交わすこ

とがない一つの理由はこの立証可能性の問題であ

る｡ また, 結婚生活で起こりうることは, ビジネ

スにおける契約と異なり, すべて事前に列記する

にはあまりにも多岐にわたり, そもそも想定でき

ない事態も多く含まれるために, 契約を書くコス

トがあまりに大きいことや, 契約を書くこと自体

が不可能であるという点をあげることもできる｡

さらに, 各個人が教育投資を行う段階で, 当事者

が自分の結婚相手を知っていることはまれであり,

そのために, 事前に契約を結ぼうにも, 相手がわ

からないので契約を結びようがないという点も重

要である｡ 多くの場合には, それぞれが教育投資

を行うタイミングでは, 結婚相手は潜在的な集合

として漠然と存在しているだけであり, 投資とそ

の便益を分割する方法について合意する現実的な

方策は存在しない｡

このように事前に起こりうるすべての事象に対

応した配分が定められていない契約は不完備契約

と呼ばれる｡ 通常の婚姻関係のように (法や慣習

を超えて) 何も明示的な契約がない状態は不完備

契約の特殊ケースである｡ 事前に取り決めのない

余剰を分け合う際には結局は事後的な交渉に頼ら

ざるを得ないが, どのような交渉プロセスを経た

としても, 事後的な交渉は機会主義的にならざる

を得ず, 事前の投資インセンティブを減退させる

要因となる｡ 婚姻関係にかぎらず, 上で述べたよ

うな事情が当てはまるケース (立証不可能, 取引

が複雑で契約を書くコストが大きい, 取引相手が確

定していない), において契約は必然的に不完備と

なり非効率性の源泉となるが, 結婚市場はまさに

この典型例なのである｡

2 有効な政策介入

前節では非効率性の源泉が結婚という取引の特

性に大きく依存していることを論じた｡ 事前に明

示的な契約を結ぶことで適切な投資のインセンティ

ブを確保できればよいが, こうした解決策はあま

り現実的とはいえない｡ より現実的な策は, こう

した社会の構造を与件とした上で, 適切な政策デ

ザインによりインセンティブの歪みを解消するこ

とである｡

これまでの議論で見たように, 女性の投資イン

センティブに決定的な影響を与えるのは �の大

小である｡ これは, 独身女性と既婚女性の労働市

場生産性の格差を表しているが, これが女性の結

婚によって生じる労働市場での逸失利益を表して

いるのである｡ 先にも述べたように, 女性の場合

は結婚を機に退職するケースも多く, また, 出産

や育児などを経て職場から離れる期間が長ければ

出世の可能性の低下も含めて生涯所得は減少する｡

�というパラメータはこうした要因を集約したも

のと捉えることができる｡ これまでの議論で見た

ように, この逸失利益が大きければ大きいほど条

件 �は成立しにくくなり, 結果として女性の投

資インセンティブを歪めたものとする｡ つまり,

男女間の投資パターンの格差は, 男女間の市場で

の扱いに起因するのではなく, 独身女性と既婚女

性の間の経済力格差にあるということがいえるの

である｡

これは, 見た目の症状とその原因が全く別のと

ころにある問題の好例である｡ インセンティブが

複雑に絡み合う社会の問題には往々にしてこうし

たケースが散見されるが, 症状にだけ対処しても

原因を除去しなければ問題を根本的に解決したこ

とにはならないのは明らかである｡ ここでの症状

は, 男女の異なる投資行動であったり, 結果とし

ての賃金の格差であるが, これを女性の賃金を上

げるような形で政策介入を行って, 症状に直接対

処したとしても問題の解決には必ずしもつながら

ないのである｡ 具体的に, 症状に直接対処して男

女間の賃金格差を埋めようという試みが男女雇用

機会均等法や, 各種のアファーマティブアクショ

ンなどによる女性優遇措置である｡ もちろん, 労
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働市場においていわれなき差別が存在するならば

こうした政策によってそれを解消すること自体は

重要であるが, こと女性の投資行動を変化させる

という点においては, 大きな効果はほとんど期待

できない｡ このことを以下の例によって見てみた

い｡ モデルはⅢであつかったものと同じであるが,

女性の投資の効果が表 2 のように与えられるとし

よう｡ ここで, �＞�＞0 として, 女性の投資によ

る経済力の上昇が (労働市場における差別などによっ

て) 男性よりも低いと想定する｡

雇用機会均等法やアファーマティブアクション

のような政策は, �を直接増大させようという試

みだと解釈することができるが, こうした政策は

女性のインセンティブの歪みを解消するという意

味においてあまり効果は持たない｡ このことを見

るために, 女性 �と結婚した場合の男性 �の利得

を書き直すと,

(7) ��＝��	((2＋
)��＋�((�＋
)(�－�)－�)��

＋�
��)

となる｡ 男性の利得が女性の経済力の減少関数に

なっている場合に女性の投資インセンティブに何

らかの歪みが生じることは以前に見たとおりであ

るが, このための条件である条件 �は �の大小

とは独立に決定されることがわかる｡ �を上げよ

うが下げようが女性のインセンティブの向きには

影響を与えないのである｡

このモデルにおいて, 雇用機会均等法やアファー

マティブアクションのような形での政策介入が投

資インセンティブを変える上であまり効果を持た

ない理由は, これらの政策がすべての女性に等し

く適用されるからである｡ すべての女性の所得が

比例的に増大するならば, 独身女性と既婚女性の

間の生産性格差には影響を与えないため, 問題の

核心にある結婚による逸失利益にも影響を与えな

い｡ 投資インセンティブの歪みを解消する上で肝

要なのは �を低下させることであり, このため

には, 既婚女性を対象にした補助を行うことで,

独身女性との格差を縮小させなければならないの

である｡ こうした観点からは, 出産や育児に対す

る援助など, 家庭を持ちながら仕事を継続してい

る既婚女性へのサポートが, アファーマティブア

クションなどのように漠然と女性全体を助ける政

策よりも効果的であると考えられる｡ 安価で安心

して子供を預けられる託児所などの拡充や, 産休・

育児休暇に対する企業への支援などにより, 女性

が結婚・出産・育児といったイベントを経ること

によって労働市場で受けるかもしれない不利益を

できる限り小さくすることこそが重要なのである｡

こうした社会のサポートがなければ, 女性はとも

すれば家庭か仕事かという二者択一の選択を迫ら

れることとなる｡ もし, 多くの女性が家庭を優先

せざるを得ないならば, その経済力を生かす場は

限定されるので, 男性側の経済力の高い自立した

女性と結婚するインセンティブは減退する｡ 既婚

女性が労働市場で存分に活躍できない社会では女

性の投資は複雑なインセンティブの歪みに面する

のである｡ 出産や育児は社会を維持するために最

も重要な活動の一つであることは間違いないが,

そのためにかかる時間や労働力などの費用は圧倒

的に子を持つ既婚女性によって負担されているの

が現実である｡ 出産や育児への政策的なサポート

は, このように既婚女性に非対称にかかる負担を

性別や既婚・未婚の別を問わず社会全体である程

度均等に負担していこうという試みである｡ 今回

の分析は, こうした試みは負担の公平化といった

規範的な意味を超えて, 女性の教育投資のインセ

ンティブに多大な影響を与えうることを示してい

るのである｡

こうした主張に関して興味深い事例を提供する

のが北欧諸国のケースである｡ 一般的に北欧諸国

は先進的な家族政策によって知られるが, これら

の国においては男女間の賃金格差も比較的小さい

ことが知られている｡ こうした事実は今回の分析
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表 2 女性の教育投資の効果

市場型技能へ投資 非市場型技能へ投資 投資しない

経済力 �� � 0 0

知識 �� � 1 0



の結果とは整合的であり, 人的資本投資における

結婚市場の重要性を間接的に示しているといえよ

う｡ ここに何らかの因果関係があるのかどうか,

今後さらなる検討が必要であろう｡

Ⅴ ま と め

個人の教育投資に関する選択は, いくつかの観

察可能な要因によって説明が可能であるが, その

なかでも性別は非常に強い説明力を持つ変数であ

る｡ 本稿では, このような性差が生まれる構造に

ついて, 簡単な理論モデルを用いて説明を行った｡

教育投資は, 労働市場と結婚市場の両面を通じて

我々の人生に大きな影響を与える｡ この両市場に

おけるインセンティブが異なる方向を向いた時に,

投資の問題は非効率性の源泉となりうるトレード

オフを生み出す｡ ここでは, 結婚後の労働負担の

比率がある条件を満たすときに, 女性側にこうし

た問題が起こることを示した｡

社会現象に関する理論は, 複雑な社会のどの側

面に着目すればよいかを示す見取り図である｡ 理

論的な背景なく, ただひたすらデータを眺めてい

ても, 様々な要因が複雑に相互に連関しあう社会

に関してなんら有益な示唆を得ることはできない｡

しかし一方で, 理論が明らかにしているのは議論

の前提となる仮定と結論の関係にすぎず, その理

論が立脚する仮定の妥当性や議論の正当性に関し

て, 理論の提示する仮説を現実のデータと照らし

合わせて検証される必要があることも事実である｡

また, 我々の提示したモデルは, 女性の教育投資

行動の現状や時代を追った変化を説明できるが,

これはベッカー流の効率的家庭内分業モデルなど

の他の枠組みで説明できないということを必ずし

も意味するわけではない｡ 競合する理論モデルの

中で何が最も説明力を持つのかを判断する上でも

実際のデータによる検証は欠かせないであろう｡

世の中の半分は女性であり, もし, その女性の

投資インセンティブに歪みがあるとすれば, その

社会へ与えるインパクトは絶大である｡ 今後も,

この問題に関して理論・実証両面での研究の蓄積

が望まれる｡

1) 例えば, 日本においては, 昭和 50 年時点での 4 年制大学

への進学率は男性の 41％であるのに対して女性は 12.7％で

ある (文部科学省 『学校基本調査』)｡

2) アメリカにおいては, 進学率の男女差は 1970 年代までに

かなり縮小しており (Corcoran and Duncan, 1979), 現在

においては, 女性の進学率が男性を上回る逆転現象が観察さ

れているほどである｡ 現在の男女間の進学率の逆転現象につ

いては Chiappori, Iyigun and Weiss (2008) が理論的な説

明を行っている｡

3) この類型は単純にそれぞれの技能の性質の違いを表してい

るだけで, その技能自体の社会的な価値とは原則無関係であ

る｡ 特に本稿での分析では, 技能が社会に与える外部性につ

いては分析に影響を与えないことからこれらについては完全

に捨象している点には注意していただきたい｡

4) アメリカではビジネス専攻と工学専攻の女性比率は 1971

年時点で 9％と 0.8％であったが 2002 年にはそれぞれ 50％

と19％にまで上昇している (US Census Bureau, 2004-2005)｡

同様に, 日本での社会科学系と工学系専攻の女性比率は

1985 年で 9.3％と 2.7％であるのに対して 2005 年にはそれ

ぞれ 31.2％と 10.5％となっている (文部科学省 『学校基本

調査』)｡

5) 本稿でのモデルのような戦略的な状況においては, 投資の

インセンティブが効率的な水準を達成することはまれであり,

その意味では男性のインセンティブも歪んでいないわけでは

ない｡ ここでは, ｢インセンティブの歪み｣ を女性のあえて

経済力を低下させる行動という特定の意味で用いている｡

6) 結婚相手としての望ましさが個人の選択の結果である教育

投資によって決定されるという前提はきわめて重要である｡

一方で, 結婚が容姿や家柄などの個人の努力による改善の余

地の小さいものによって決定されるならば, 結婚をランダム

マッチングと捉えるのがモデリング手法上は適切となる｡ 結

婚市場でのマッチングの形成が完全にランダムであると仮定

した研究としては Engineer and Welling (1999) などが存

在する｡ 当然ながら, 現実はこの両者の中間にあり, いずれ

の定式化が妥当であるかの判断は分析の目的に応じて異なる｡

ここでは, 結婚は完全に内生的な要因のみによって決定され

るという立場をとるが, 以下での結論は内生的な要因が十分

に大きな役割を果たすならば成り立つ議論である｡

7) この定式化の背後にある仮定は, 女性が家事労働に比較優

位を有しているということである｡ 通常の家庭において, 女

性がより多くの家事労働を負担する最大の理由は出産である｡

出産などに伴ってキャリアが中断された場合に生涯所得が低

下することが知られているが, Echevarria and Merlo

(1999) はこうした状況においては, 出産のような女性しか

負担できない活動だけでなく, 育児などの男性でも代替可能

な活動についても女性が行うほうが最適となることを示して

いる｡

8) 家庭内公共財の典型はきれいに整頓された家や子供の存在

である｡ 例えば, 家を整頓することのコストは家族の規模に

はそれほど影響されないが, 家が整頓されることの便益は家

族全員が享受できるため, 同じコストでより大きな便益を得

ることができると解釈することができる｡

9) 技術的な詳細については Ishida and Nosaka (2007) を参

照していただきたい｡

10) 一般的に正の外部性を与えるような選択は過少になる傾向

がある｡ 非市場型技能がそのような類の技能であるとするな

らば, 非市場型技能への投資は過少になることが予想される

ので, ここで生じるようなインセンティブの歪みによるこう
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した非効率性を多少なりとも解消できる可能性は存在する｡
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